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『朝鮮総督府官報』（1920～29年）から作成。
　第一に鉄道工事が32％と圧倒的な割合を見せている。これを私設鉄道と国有鉄道（総督府
鉄道局）に分けると、前者は46件（82％）、後者は1O件（18％）と大きな差を見せている。総
督府は1910年代から朝鮮において湖南鉄道、京釜鉄道など「X」字型縦貫鉄道網の構築に乗
り出し、1927年からは「朝鮮国有鉄道十二個年計画」を開始した。1920年代の私設鉄道に関
しては従来あまり関心が払われていなかったが、実際には私設鉄道会社は営業延長などにお
いて国有鉄道の水準に急速に迫っていた。¢1）
　また、鉄道とならび朝鮮の重要な交通網である道路工事も14％を占めている。道路工事の
起業人を見ると、府は11件（平壌5、釜山3、大邸2、京城1）、総督府は6件、面は6件（成興2、
東莱1、南上1、龍山1、酉豊泉1）、道は2件（成南1、慶北1）となっている。総督府は1917年10
月から第2期治道工事を開始し、1920年代はこれが朝鮮全土で進行中だった。㈲これらは「令」
を背景として進められたのである。
　注目されることは、教育が1o％を占めていることであろう。この時期、総督府は日本語、
日本文化の普及をはかるため、1919年には「高等普通学校規則」、「女子高等普通学校規則」
を、1920年には「私立学校規則」、「朝鮮教育令」を各々を改正した。さらに、1922年には
「朝鮮教育令」（第二次）を公布し、新しい師範教育、大学教育の設置を盛り込み、朝鮮人と
日本人を同一な教育制度の下に置いた。㈹教育の18件を起業者別に見ると、総督府が7件で最
も多く、京城工業専門学校、京城医学専門学校、京城師範学校、京城師範学校附属小学校、
大学予科、京城帝国大学などの工事である。この他に、学校費は4件、道地方費は3件、学校
組合は2件、府は2件となる。
　また、用悪水路の16件（9％）、溜池の13件（7％）、堤防の1O件（6％）も注目される。これ
らの三種類を合計すると、39件（22％）となり、鉄道工事に次ぎ第2位を占める。これらを起
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業者別で見ると、実に39件中の32件（82％）は水利組合であり、残りは7件（総督府5件、道
地方費1件、その他1件）に過ぎない。換言すれば、水利組合を起業者とする「事業」34件中、
32件（94％）はこの三種（用悪水路、溜池、堤防）の工事であることが明らかになった。朝
鮮での水利組合の工事費には、原則的には国家が担当しなければならない治水事業費、ない
しは社会間接資本の性格をもつ費用まで含まれていた。これが朝鮮での水利組合事業費の高
額性と、組合費負担の過重性を招来した根本的な要因であるとされる。μ）これに加えて、水
利組合の用悪水路、溜池、堤防工事は土地所有者（その大多数は朝鮮人）の強烈な反対に直
面していたのである。
　このように、事業の上位亨位だけみても、鉄道、道路、教育、用悪水路、溜池と産業基盤整
備事業の割合がかなり高い。一敗戦後の日本では朝鮮の植民地支配を肯定的に評価する見解が
絶えず、また近年になってこの傾向が露骨になっている。㈹しかし、「令」なしには総督府は
産業基盤整備を押し進めることは不可能だったのである。
（5）地域の分布
　「令」が適用された地域を道別で見ると、〔表5〕の通りである。最低の忠北（2％）から最
高の京畿（19％）まで数字の高低はあるものの、朝鮮の全道で「令」は適用されていること
がわかる。地域別には京畿が19％と他道よりかなり高い。これは首都圏であるえめ各種工事
の必要性が高かったのであろう。次いで、黄海、成南、慶南が各々11％を占めている。
　〔表5〕からは不明であるが、京畿、慶南の中における京城府と釜山府の占める割合が各々
高い。京城府は15件（45％）、釜山府は8件（42％）といずれも高い数字がでている。これは
都市部で「令」の適用が多かったことを意味している。
表5地域の分布　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件（％）
年　　道　京畿　忠北　忠南　全北　全南　慶北　慶南　黄海　平南　平北　江原　成南　威北　合計
1920　　　2 0　　0　　0192150301922　　　　　2　　　　0　　　　2　　　　0
1923　　　　10　　　　0　　　　2
1924　　　　　2　　　　0　　　　0　　　　0
4　　　2　　3 16
2　　　4　　　0　　　1　・
1925　　　　　1・　　　0　　　　0　　　　0　　　　0　　　　2
1926　　2I　0　　0
1927　　　3　　　0 0　　　2
0　　　2 16
3　　　0
2　　　2
3　　2　　0　　14
一0　　　0　　0
0　　　0
7
0　　0　　9
1928　　　　　2　　　　2　　　　2　　　　2　　　　0　　　　4　　　　2　　　　5　　　　5　　　　0　　　　0　　　　319294054022 5
14
28
26
合計33（19）3（2）15（8）8（5〕6（3）15（8）19（11）20（11）16（9）4（2）12（7）20（11）6（3）177（99）
『朝鮮総督府官報』．（1920～29年）から作成。
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（6）土地の細目数
　「収用公告」には土地の面積は記載されず、地番と地目が記載されているだけである。この
ため、残念ながら土地の細目数しかわからない。さらに、一部の土地については土地調査が
充分でないため、「地番に括弧を付せるは未査定の林野にして仮地番を掲けたるものなり」㈹
との説明もあり、実際の筆数はさらに多かったものと推測される。地目に関しては、「土地調
査令」（1910年）の分類に従い、沓、田、埜、池沼、林野、雑種地、社寺地、墳墓地、公園地、
鉄道用地、水道用地などの名称が用いられている。㈹表6では地目ごとの分類はせず、筆数の
みで177件を分類してみた。細目数からは収用された土地の面積がわからないため、暫定的
に細目数を「小規模（1～50）」、「中規模（5一～1OO）」、「大規模（100以上）」と三分して見て
みる。
表6　土地の細目数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件（％）
年撒1・1川1－lll1・llll・llll－lll1・llll・1川1・1ll1・llll－llll1l－lllll1－llllll一舳11・lllll1以上撤なし合計
1920　　8　　4　　0192174020922　　4　　3 0　　0　　0　　0　　0　　0　　00　　0　　0　　03　　0　　0　　2
1923　　18　　7　　　0　　　2
0　　16
0　　0　　1700200000161924　　　9　　　2　　　3　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　0　　　14
1925　　　6　　　0　　　0　　　0
1926　　　6　　　　2　　　　0　　　　0　　　　0　　　　0　　　　0　　　0　　　　0　　　　0
1927　　5　　3　　2
0　　0　　0　　0　　0　　9
1928　　　15　　　5　　　　5　　　　2　　　　0
1929　　18　　2
14
合計96（54）32（18）12（7）13（7）3（2）3（2）6（3）
0　　0 0000．00264（2）3（2〕0 177
r朝鮮総督府官報』（1920～29年）から作成。細目数は筆者が計算した。
　まず、1～10筆が54％、一1～20筆が18％となっているのが注目される。両者を合計すれば、
1～20筆というごく小規模な土地収用は128件、72％を占めている。「小規模」収用のレベルで
みれば、156件、88％を占めている。この事実から、「令」は最初から広大な面積の土地を奪．
うのに目的があったのではなく、少数とはいえ最後まで土地収用に反対する人々を根絶する
際に意味があったといえるだろう。
　その一方では、「中規模」収用、「大規模」収用がなされていることも重要である。「中規模」
収用としては、10件（6％）ある。規模の大きい順に挙げると、陽東水利組合の溜池築造が74
筆（1922年）、京城府の下水改修が67筆（1920年）、南朝鮮鉄道の鉄道建設が67筆（1922年）、
朝鮮鉄道の鉄道敷設及び停車場が64筆（1929年）、朝鮮京南鉄道の鉄道建設が63筆（1927年）、
延海水利組合の用水路開設が63筆（1927年）、朝鮮軍経理部の軍馬補充部支部設置が61筆
（1922年）、安寧水利組合の溜池築造が54筆（1928年）、朝鮮中央鉄道の鉄道建設が53筆（1920
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年）、総督府の京城師範学校新築が53筆（1921年）となる。
　また、「大規模」収用の事例も1O件（6％）ある。規模の大ききの順に挙げると、西鮮殖産
鉄道の軽便鉄道敷設は602筆（1920年）、南朝鮮鉄道の鉄道敷設は462筆（1921年）、中央水利
組合の貯水池築造は280筆（1923年）、中央水利組合の用水路開設は275筆（1923年）、朝鮮京
南鉄道の鉄道敷設は242筆（1921年）、南朝鮮鉄道の鉄道敷設は197筆（1922年）、西鮮殖産鉄
道の鉄道敷設は196筆（1921年）、平安水利組合の溜池築造は153筆（1928年）、朝鮮京南鉄道
の鉄道敷設は113筆（1926年）、南朝鮮鉄道の鉄道敷設は112筆（1922年）である。
　この両者を合わせると、「中規模」、「大規模」収用の20件の内、鉄道株式会社の鉄道敷設関
連が11件、水利組合の溜池築造関連が6件、行政機関（総督府・京城府）が2件、朝鮮軍が1件
となる。また、土地細目数では南朝鮮鉄道が838筆、西鮮殖産鉄道が798筆、中央水利組合が
555筆、朝鮮京南鉄道が418筆が上位4位を占め、特に私設鉄道の敷設工事で広大な土地が収用
されたのである。
　つまり、細目数では1～20筆が全体の件数の72％を占めおり、通説でいわれていたように、
「令」の存在が無条件な土地収用を意味するものではない。しかし、その一方で50～602筆の
「中規模」「大規模」収用も11％を占めているように、土地収用をめぐって「調整」が整わな
い場合には広大な面積の土地収用も実施されたのである。
おわりに
　本稿では、まず1911年4月に公布された土地収用令の検討を行い、続いて1920年代の「朝鮮
総督府官報』掲載「土地収用公告」の分析を行った。それらの内容を要約すれば、以下の通
りである。
　第一に、朝鮮の土地収用令は日本の土地収用法と比べると、非常に簡略化した内容であり、
特に土地所有者・関係人の権利がまったく守られていない。土地収用法では第三者的機関と
して収用審査委員会があるのに対し、土地収用令では全ての権限が朝鮮総督、地方長官に集
中しており、土地所有者・関係人は行政権の不当行為にして無力であった。
　第二に、土地収用令は制定後、7回の「改正」が行われたものの、土地所有者・関係人の権
利を守る方向への改正はなされなかった。その逆に、朝鮮総督府の産業政策によって土地収
用が可能な「事業」は拡夫され、これに従い1937年以降は土地収用がより容易になった。
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　第三に、「土地収用公告」によれば、1920年代の「新規」数は177件であり、起業者として
は株式会社、総督府、地方行政団体、水力組合の割合が高い。「事業」内容としては、「公共」
工事の中でも鉄道・道路・教育・用悪水路・溜池などの割合が高い。
　第四に、「土地収用公告」によれば、収用された土地の細目はト20筆が全体の件数の72％
を占めている。その一方5卜601筆という「中規模」、r大規模」収用も11％あり、起業人とし
ては私設鉄道会杜、水利組合が多かった。
　今回の研究はあくまでも土地収用令に関する基礎的な研究にすぎない。今後の研究課題と
しては、以下の三点が挙げられる。第一に1930～40年代の「土地収用公告」の分析を行い、
1920年代との比較を行うことである。第二に土地収用令は具体的にどのように適用されたの
か事例研究が必要である。第三に土地収用令は適用されなかったものの、その存在が土地の
買収・収用にどのような「威力」を発揮したかを明らかにしなければならない。いずれも別
稿で検討したい。
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（1斬土地調査委員会公文」『朝鮮総督府官報総索引』第1巻（亜細亜文化杜、1990年）441～442
　頁。
（1⑤「土地収用裁決申講面積確定ノ件」、『法規集』上巻、第7章、11頁。
（1つ『総督府官報』大正7年1月31日付。
（1副『総督府官報』大正15年7月12日付。
（1飢総督府官報』昭和8年9月7日付。
¢O『総督府官報』昭和13年1月25日付。
ω『総督府官報』昭和13年11月11日付。
吻『総督府官報』昭和14年9月20日付。
㈱『総督府官報』昭和16年1月24日付。なお、土地収用令との関連で本来ならば「朝鮮市街地
　計画令」（1934年）に言及しなければならないが、ここでは省略する。※孫禎睦『日帝強占
　期都市計画研究』（…志社、1990年）177～210頁参照。
㈱『総督府官報』昭和4年10月23日付。
㈲「土地収用公告」の調査には、前掲「土地調査委員会公文」『朝鮮総督府官報総索引』第1巻、
　432～445頁を用いた。土地収用に関する内容を「土地調査委員会公文」一含めることは誤
　りである。
㈱前掲「土地調査委員会公文」『朝鮮総督府官報総索引』第1巻、432～445頁。
吻『総督府官報』大正10年1月25日付。
㈱『総督府官報』大正12年8月16日付。
㈱『総督府官報』大正10年1月22日付。
GO『総督府官報』大正11年6月12日付。
㈱『総督府官報』大正13年2月8日付。
㈱『総督府官報』大正13年4月16日付。
㈱『総督府官報』昭和2年11月14日付。
㈱『総督府官報』昭和4年9月28日付。
’㈱起業者の分類は、次のlO種類とする。
　「朝鮮総督府」一朝鮮総督府、朝鮮総督府鉄道局長
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　「道」一道知事、道地方費
　「府」一府ヂ
　「面」
　「学校費」
　r学校組合」
　「水利組合」
　「株式会杜」一鉄道、その他
　「朝鮮軍」一朝鮮軍経理部、国
　「その他」一金仁経外50名
㈱朝鮮総督府鉄道局『朝鮮鉄道状況・第27回』（同局、1936年）97～99，l17～120頁。
㈱宮嶋博史他『近代朝鮮水利組合の研究』（日本評論社、1992年）63頁。
㈱古庄逸夫編著『朝鮮土地改良事業史』（友邦協会、1960年）180～181頁。
㈱松本武祝『植民地期朝鮮の水利組合事業』（未来社、1991年）79頁。
㈹事業名の分類には、以下の原則を適用した。①工事の種類が二種以上にわたっている場合
　は最初の工事名を優先する、②工事名称から「工事」、「並付帯工事」は全て省略する、③
　地名、河川名、学校名は全て省略する。17種類の工事に含めた各種工事名は、以下の通り
　である。（工事名は初出順）
　「国防」一軍事二関スル施設、軍馬補充部支部設置、軍事二関スル事業
　「官庁」一屠場建設、病院建設、警察署敷地拡張、朝鮮総督府分室敷地拡張
　「教育」一学校建設、学校拡張、学校新築、学校運動場拡張、学校移転、校舎建築、学校建
　　　築、教育二関スル事業、公設運動場新設
　「鉄道」一軽便鉄道敷設、鉄道敷設、鉄道線路改良、鉄道建設、鉄道橋梁及線路ノ改修、
　　　鉄道線改良、鉄道線路変更並停車場新設、鉄道敷設及停車場新設、鉄遣工場設置、鉄
　　　道線路変更、鉄道敷設並二停車場拡張、停車場新設
　「軌道」一軌道敷設、専用手押軌道敷設
　「道路」一道路華造、道路改修、道路付替、道路及下水改修、道路及下水道ノ改修
　「河川」一河川付替、河川敷拡張、改修、河川整備、河川改修
　「堤防」一防水堤増築、防水堤築造、防水堤築造並用水路開設、堤防築造、防水堤築造並河
　　　川整理
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　「用悪水路」一用水路開設、用悪水路開設、用悪水路築造、用悪水路開設河川付替及堤防築
　　　造、用水路新設、用水路拡張
　「溜池」一貯水池及放水路新設、貯水池築造、溜池築造、調整池築造並堤防築造、貯水池並
　　　用水路築造及防水、貯水池及防水堤築造並二用排水路開設、貯水池築造並二用排水路
　　　開設
　「港湾」一港湾設備、港湾修築並二道路築造
　「水道」一水道敷設
　「下水」一下水改修、下水路新設、下水道開設及道路築造
　「電気」一電気事業、電柱建設、電気事業用運炭専用鉄道敷設、送電線路建設
　「水害予防」一護岸工事並堤防築造、付近防水、防排水設備
　「製鉄」一製鉄事業
　「その他」一殖林苗圃設置、収用セムトスル土地ノ実地調査
μ1）※鄭在貞『日帝の韓国鉄道侵略と韓国人の対応（1892～1945年）』（ソウル大学校大学院博
　士学位論文、1992年）89，107頁。菊島啓「朝鮮における鉄道の発達と特徴一植民地期の私
　設鉄道と専用鉄道を中心として」『清和法学研究』第1巻第1号（1994年9月）77～86頁。
㈲前掲広瀬論文「1910年代の遣路建設と朝鮮杜会」20頁。
㈹※金雲泰『改訂版日本帝国主義の韓国統治』（博英社、1998年）286～291頁。
㈹前掲宮嶋博史他『近代朝鮮水利組合の研究』215～217頁。
㈲高崎宗司『日本人の朝鮮観一「妄言」の原形』（木犀社、1990年）224～257頁、藤岡信勝・
　井沢元彦『NOといえる教科書一真実の日韓関係』（祥伝社、1998年）282～309頁、黄文雄
　『歪められた朝鮮総督府一だれが「近代化」を教えたか』（光文社、1998年）105～126頁参照。
㈹『総督府官報』大正11年11月17日付。
¢わ「土地調査令」（制令第2号）『土木法規集』下巻、第13章、55頁。土地調査事業に関しては、
　宮嶋博史『朝鮮土地調査事業史の研究』（東京大学東洋文化研究所、1991年）、※金鴻植他
　『朝鮮土地調査事業の研究』（民音社、1997年）等参照。
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